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一 般 質 問 通 告 表 

令和４年第３回姶良市議会定例会（８月 31 日） 

 

１．和田 里志 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．公共工事等にお

ける入札執行やプ

ロポーザル方式に

よる業務委託に関

連し、請負代金の支

払いや入札参加形

態、参加資格要件の

決め方と地元業者

育成について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

姶良市複合新庁舎（本庁舎）の建設が、

掘削・基礎工事など順調に進められる中、

加治木庁舎新築工事の条件付（電子） 

一般競争入札や、新学校給食センター 

整備基本計画策定支援業務について、 

公募型プロポーザル方式による手続が 

開始された。 

そこでこれらの入札やプロポーザル等

に関連し、以下を問う。 

（１）加治木複合新庁舎新築工事に 

ついて 

①発注工事種別の内、管工事を給排水

衛生設備と空調設備工事に区分しな

かった理由を問う。 

②請負代金の支払いにおいて、前払い

を契約金額の１５％を限度とした 

理由と特例措置は取れなかったか 

問う。 

③それぞれの工事で、入札参加形態を

特定建設工事共同企業体とし、構成

員の数を２社とした理由を示せ。 

④建築一式及び管工事で、共同企業体

の代表者を、鹿児島県建設工事入札

参加資格格付区分Ａ級を有し、総合

点が１，４５０点及び１，３５０点

以上とした根拠について問う。 

 

（２）新学校給食センター整備基本計画

策定支援業務の公募型プロポーザルの

参加資格要件で、市の建設工事等入札

参加資格名簿のコンサルタント業務の

うち、「建築一般」、「都市計画及び地方

市 長 

教育長 
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計画」のどちらにも登録されている 

こととした理由は何か問う。 

 

（３）今回の入札執行に関連し、特に 

地元業者に配慮した内容や様々な工事

等で、地元業者の育成についてどのよ

うに考えているか問う。 

 

 

２．岩下 陽太郎 

 

 

１．子どもや若者へ

の支援について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６月に成立した「こども基本法」は、

子どもの権利条約に対する国内法と位置

付けられた「子どものため」の法律であ

る。 

今、生きづらさや困難を抱える子ど

も・若者の問題が深刻化している。経済

格差の拡大や地域のつながりの希薄化と

いった社会の不安定さや分断が子ども・

若者を取り巻く環境に大きな影響を与え

ており、子どもの貧困、虐待、いじめの

増加、不登校や引きこもりの長期化、 

若年層の自殺者数の増加などの課題が 

顕在化している。 

どのような環境に生まれ、暮らして 

いても、子ども・若者が未来への希望を

失うことなく、助け合いながら、育ち 

暮らしていけるように、姶良市ならでは

の環境をつくることが重要であると考え

る。 

そこで、本市の考え方を問う。 

（１）姶良市子育て基本条例は、社会全

体による協働の子育て・人づくりを進

め、自立する子どもの育成を目指し、

と制定しているが、子どもの目線に立

った子どもの権利に関する記述がな

い。子どもの権利を保障することをう

たった条例の制定が必要だと考える

が、見解を問う。 

市 長 

教育長 
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２．行政改革大綱の

基本的な考え方と

基本方針及び具体

的な取組について 

 

 

（２）子どもから成人になった場合にお

いても、支援を必要とする若者が増加

している状況である。若者への支援を

最大限行うには、若者の声を聞く体制

等が必要だと考えるが、現在検討して

いる施策等はないのか。 

（３）子どもの権利が守られているかを

行政から独立した立場でモニターし、

調査や勧告する権限を持つ「子ども 

コミッショナー」や「子どもオンブズ

マン・オンブズパーソン」の設置を 

している市町村も出てきている。本市

では機関設置を検討していないか。 

（４）「子どもの権利」に関する様々な 

内容を市民全員が理解する必要がある

が、どのような方法で周知し理解を 

図るのか。 

 

本市では、今後の厳しい財政状況下に

おいても、質の高い公共サービスを効率

的・効果的に提供するため、更なる業務

改革を行うとともに、引き続き行財政 

改革を進めることが必要との趣旨に基づ

き、令和３年度から令和７年度までの 

５年間を実施期間とする第３次行政改革

大綱を定め、行財政改革にあたっている

と理解している。 

そこで、以下の内容を問う。 

（１）毎年、実施計画を策定し、かつ 

毎年度その進捗状況を点検、検証する

としているが、令和３年度はどのよう

に策定、点検、評価したのか。 

（２）目指すべき行財政運営として、『市

民に信頼され、質の高い行政サービス

を提供するため、本市が目指すべき 

行財政運営の姿を「市民満足度の向上」
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と「健全な財政運営」とします』と 

目標設定をしているが、最終目標の 

具体的数値はどのように設定している

のか。 

 

 

 


